
*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 全体
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 35,808,898,510 固定負債 16,419,807,297

有形固定資産 32,293,263,985 地方債等 12,626,613,644
事業用資産 7,754,288,258 長期未払金 -

土地 1,922,226,739 退職手当引当金 1,105,727,115
立木竹 125,596,946 損失補償等引当金 -
建物 17,593,050,293 その他 2,687,466,538
建物減価償却累計額 △ 12,049,220,498 流動負債 1,506,100,452
工作物 252,528,857 1年内償還予定地方債等 1,375,056,451
工作物減価償却累計額 △ 89,894,079 未払金 41,770,517
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 57,430
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 85,781,275
航空機 - 預り金 3,155,779
航空機減価償却累計額 - その他 279,000
その他 - 17,925,907,749
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 - 固定資産等形成分 38,074,678,565

インフラ資産 24,515,582,638 余剰分（不足分） △ 16,879,090,359
土地 105,485,805
建物 232,068,769
建物減価償却累計額 △ 4,348,748
工作物 46,120,448,382
工作物減価償却累計額 △ 23,356,091,280
その他 1,542,286,928
その他減価償却累計額 △ 166,857,298
建設仮勘定 42,590,080

物品 607,461,997
物品減価償却累計額 △ 584,068,908

無形固定資産 59,950,605
ソフトウェア 59,950,605
その他 -

投資その他の資産 3,455,683,920
投資及び出資金 118,298,500

有価証券 37,330,000
出資金 80,968,500
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 43,953,194
長期貸付金 78,444,652
基金 3,221,151,183

減債基金 109,508,244
その他 3,111,642,939

その他 -
徴収不能引当金 △ 6,163,609

流動資産 3,312,597,445
現金預金 979,486,846
未収金 34,239,227
短期貸付金 -
基金 2,298,134,557

財政調整基金 2,298,134,557
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 736,815
徴収不能引当金 -

繰延資産 - 21,195,588,297
39,121,495,955 39,121,495,955

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体貸借対照表
（平成３０年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計



*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 全体
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

経常費用 8,465,861,653
業務費用 3,863,786,312

人件費 1,092,570,675
職員給与費 951,811,195
賞与等引当金繰入額 85,781,275
退職手当引当金繰入額 -
その他 54,978,205

物件費等 2,600,164,869
物件費 1,163,636,738
維持補修費 19,384,057
減価償却費 1,417,144,074
その他 -

その他の業務費用 171,050,768
支払利息 151,743,877
徴収不能引当金繰入額 8,291,934
その他 11,014,957

移転費用 4,602,075,341
補助金等 4,190,408,436
社会保障給付 392,336,519
他会計への繰出金 15,883,441
その他 3,446,945

経常収益 656,153,822
使用料及び手数料 179,383,948
その他 476,769,874

純経常行政コスト △ 7,809,707,831
臨時損失 4,000

災害復旧事業費 -
資産除売却損 4,000
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 123,072
資産売却益 123,072
その他 -

純行政コスト △ 7,809,588,759

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体行政コスト計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 金額



*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 全体
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

前年度末純資産残高 21,138,918,272 38,644,841,505 △ 17,505,923,233

純行政コスト（△） △ 7,809,588,759 △ 7,809,588,759

財源 7,866,258,693 7,866,258,693

税収等 6,334,242,276 6,334,242,276

国県等補助金 1,532,016,417 1,532,016,417

本年度差額 56,669,934 56,669,934

固定資産等の変動（内部変動） △ 570,162,940 570,162,940

有形固定資産等の増加 853,677,281 △ 853,677,281

有形固定資産等の減少 △ 1,455,653,928 1,455,653,928

貸付金・基金等の増加 297,841,150 △ 297,841,150

貸付金・基金等の減少 △ 266,027,443 266,027,443

資産評価差額 - -

無償所管換等 - -

その他 0 0 -

本年度純資産変動額 56,669,934 △ 570,162,940 626,832,874

本年度末純資産残高 21,195,588,206 38,074,678,565 △ 16,879,090,359

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体純資産変動計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 全体
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

【業務活動収支】
業務支出 7,378,671,784

業務費用支出 2,776,596,443
人件費支出 1,129,638,603
物件費等支出 1,179,192,195
支払利息支出 151,743,877
その他の支出 316,021,768

移転費用支出 4,602,075,341
補助金等支出 4,190,408,436
社会保障給付支出 392,336,519
他会計への繰出支出 15,883,441
その他の支出 3,446,945

業務収入 8,380,486,652
税収等収入 6,333,859,125
国県等補助金収入 1,532,016,417
使用料及び手数料収入 184,644,937
その他の収入 329,966,173

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 1,001,814,868
【投資活動収支】

投資活動支出 1,082,661,537
公共施設等整備費支出 827,686,635
基金積立金支出 254,974,902
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 232,502,382
国県等補助金収入 -
基金取崩収入 220,030,840
貸付金元金回収収入 3,661,862
資産売却収入 8,809,680
その他の収入 -

投資活動収支 △ 850,159,155
【財務活動収支】

財務活動支出 1,284,821,495
地方債償還支出 1,284,821,495
その他の支出 -

財務活動収入 1,068,400,000
地方債発行収入 1,068,400,000
その他の収入 0

財務活動収支 △ 216,421,495
△ 64,765,782
1,041,596,849

976,831,067

前年度末歳計外現金残高 9,741,439
本年度歳計外現金増減額 △ 7,085,660
本年度末歳計外現金残高 2,655,779
本年度末現金預金残高 979,486,846

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

全体資金収支計算書
自　平成２９年４月１日　
至　平成３０年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額


